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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　乗用車であって、
－少なくとも１つのクロスビーム要素（１８）と、該クロスビーム要素（１８）を介して
互いに接続され、かつ車両高さ方向で下方に向かって該クロスビーム要素（１８）から離
れて延在する少なくとも２つの側面前方ストラット要素（２０、２０'）と、を備えたフ
ロントエンドキャリア（１０）を有し、
－側面サイドビーム（５５、５５'）と、少なくとも実質的に車両横方向に延在するバン
パの可撓性クロスビーム（３２）と少なくとも間接的に接続された付随するエネルギ吸収
要素（３１、３１'）と、が配置されている、車両高さ方向で該フロントエンドキャリア
（１０）の下方に配置された第１のサイドビーム面（２８）を有し、該フロントエンドキ
ャリア（１０）は、該前方ストラット要素（２０、２０'）を介して該第１のサイドビー
ム面（２８）に支持され、
－更なる荷重面（３６）の形成に役立つ、該第１のサイドビーム面（２８）の上方かつ上
方クロスビーム要素（１８）の下方に配置された側面エネルギ吸収要素（３８、４０）を
有し、そのそれぞれの側面エネルギ吸収要素は、該それぞれの前方ストラット要素（２０
、２０'）と接続されているか又は該それぞれの前方ストラット要素（２０、２０'）に一
体化され、側面エネルギ吸収要素は、それぞれ１つの、該それぞれの前方ストラット要素
（２０、２０'）よりも車両縦方向で後方に向かって突出する支持領域（４４）を備え、
－該エネルギ吸収要素（３８、４０）がその支持領域（４４）により支持可能であるか又
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は支持されている、該それぞれのエネルギ吸収要素（３８、４０）の後方に配置可能な少
なくとも１つの構造体部材（１６）を有する、乗用車。
【請求項２】
　請求項１に記載の乗用車であって、前記少なくとも１つのストラット要素（２０、２０
'）及び前記エネルギ吸収要素（３８、４０）は、一体鋳造で形成されていることを特徴
とする、乗用車。
【請求項３】
　請求項２に記載の乗用車であって、前記少なくとも１つのストラット要素（２０、２０
'）及び前記エネルギ吸収要素（３８、４０）は、共通の鋳造部品又はプラスチック部品
によって形成されていることを特徴とする、乗用車。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の乗用車であって、前記少なくとも１つのストラッ
ト要素（２０、２０'）及び前記エネルギ吸収要素（３８、４０）は、鋳造よって形成さ
れていることを特徴とする、乗用車。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか一項に記載の乗用車であって、前記構造体部材（１６）は、前
記それぞれのエネルギ吸収要素（３８、４０）がその支持領域（４４）により支持可能で
あるか又は支持されている、ボデーに堅固に取り付けられた後方ストラット要素（１６）
であることを特徴とする、乗用車。
【請求項６】
　乗用車用の請求項１～５のいずれか一項に記載のフロントエンドキャリア（１０）。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の前段に記載の乗用車に関する。
【０００２】
　特許文献１によれば、クロスビーム要素と、そのクロスビーム要素を介して互いに接続
され、車両高さ方向で下方に向かってクロスビーム要素から離れて延在し、かつ更なるク
ロスビーム要素を介して互いに接続されている少なくとも２つの側面ストラット要素とを
備えたフロントエンドキャリアが知られている。ストラット要素の間には冷却モジュール
が収容されている。
【０００３】
　特許文献２によれば、自動車のフロント領域にバンパの可撓性クロスビームが、クラッ
シュアブソーバ又はクラッシュボックスとも呼ばれるエネルギ吸収要素を介して、その後
部に配置されたメインサイドビーム面のサイドビームと接続されている自動車が知られて
いる。バンパ－可撓性クロスビームから下方に向かって離れて、側面ストラット要素が、
横に突出しており、その側面ストラット要素は、その下端で下方クロスビームと接続され
ている。
　特許文献３によれば、車両前方での衝突時にエネルギを吸収して変形可能な吸収部材が
事前配置されている可撓性クロスビームを含むバンパ装置を備えた自動車が知られている
。この吸収部材は、バンパ－可撓性クロスビームから下方に向かって離れるようにエンジ
ン取付部の高さまでかつ車両前方の標準的な幅を超えて延在している。
【０００４】
　最新の自動車は、フロント領域において多くの場合比較的低車高に形成され、これは、
自動車にスポーティーな外観を付与する。その際、バンパ－可撓性クロスビームを備え、
そのメインサイドビーム面は、多くの場合、小型自動車でも同様に、例えば、高い地上高
さ及び大きな傾斜角を有する自動車、例えば、オフロード車又はピックアップの場合より
も低い高さにおいて車道より上方に配置されている。その際、このような低いフロント構
造体では、大型／高車高の自動車との衝突時に、比較的低いフロント構造体を備えた自動
車におけるバンパ－可撓性クロスビームと共に配置されているメインサイドビーム面のク
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ラッシュ構造体が作動されず、いわゆる潜り込みとなる危険性が存在し、これは、乗員の
負傷の危険性又は少なくとも乗員に作用する荷重を増大させる。
【０００５】
【特許文献１】独国特許第１０　２０１０　０５４　９１７Ａ１号明細書
【特許文献２】国際公開特許２０１１／０５８１５２Ａ１号明細書
【特許文献３】米国特許第７　６８１　７００Ｂ２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の課題は、その乗用車を使用して乗用車の特に有利な事故挙動を実現できる、乗
用車を製造することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本課題は、本発明により、請求項１の特徴を有する乗用車によって解決される。本発明
の目的に応じた発展形態を有する有利な実施形態は、その他の請求項に記載されている。
【０００８】
　乗用車は、少なくとも１つのクロスビーム要素と、そのクロスビーム要素を介して互い
に接続され、車両高さ方向で下方に向かってクロスビーム要素から離れて延在する少なく
とも２つの側面前方ストラット要素と、を有するフロントエンドキャリアを備える。更に
、側面サイドビーム及び少なくとも実質的に車両横方向に延在するバンパの可撓性クロス
ビームと少なくとも間接的に接続された、付属のエネルギ吸収要素が配置されている第１
のサイドビーム面が設けられている。この第１のサイドビーム面は、車両高さ方向に見て
、フロントエンドキャリアの下方に配置されている。メインサイドビーム面とも呼ばれる
この第１のサイドビーム面に、フロントエンドキャリアは、前方ストラット要素を介して
支持されている。更に、更なる荷重面の形成に役立つ、第１のサイドビーム面の上方かつ
上方クロスビーム要素の下方に配置された側面エネルギ吸収要素が設けられており、その
側面エネルギ吸収要素は、それぞれの前方ストラット要素と接続されているか、又はそれ
ぞれの前方ストラット要素に一体化されており、その側面エネルギ吸収要素は、それぞれ
１つの、それぞれの前方ストラット要素よりも車両縦方向で後方に向かって突出する支持
領域を有する。更に、それぞれのエネルギ吸収要素の後方に配置可能な、あるいは場合に
より配置された少なくとも１つの構造体部材、例えば、後方ストラット要素が設けられ、
その後方ストラット要素により、エネルギ吸収要素は、その支持領域で支持可能であるか
、又は支持されている。
【０００９】
　したがって、本発明による乗用車は、バンパ－可撓性クロスビームを備える第１のサイ
ドビーム面とフロントエンドキャリアの上方クロスビーム要素との間の領域に更なる荷重
面、詳しく言えば追加的な荷重経路が設けられていることに特徴付けられ、その荷重面で
はクラッシュアブソーバ又はクラッシュボックスとも呼ばれるエネルギ吸収要素により、
衝突に起因する力は、乗用車のボデー構造体へと流入され、荷重面のエネルギ吸収要素の
変形によってもまた低減される。追加的な荷重経路の配置は、より高さを有する衝突相手
、すなわちオフロード車の潜り込みを防止し、そのバンパ－可撓性クロスビームは衝突し
ない。したがって本発明による乗用車のメインサイドビーム面もまた作動されない。しか
し、前方ストラット要素を使用してその下方に配置されたサイドビーム面で支持されてい
るメインサイドビーム面の上方の追加的なクラッシュ構造体は、作動され、衝突相手から
流入した力を少なくとも部分的に吸収し、好適には、前方ストラット要素を介してその下
方に配置されたメインサイドビームでその力を更に伝達することも確実となる。
【００１０】
　基本的に、前方ストラット要素のうち少なくとも１つに、少なくとも１種の有機薄板か
ら形成できるエネルギ吸収要素を一体化することが可能である。言い換えると、エネルギ
吸収要素は、少なくとも１つの有機薄板を備える、言い換えると少なくとも１つの有機薄
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板を使用して製造されている。
【００１１】
　追加的な荷重経路に設けられたエネルギ吸収要素に基づいて、少なくとも実質的に方形
の力－変位検出が実現可能であり、その結果、事故のエネルギは、特に有利に受容でき、
かつ伝達できる。更に、エネルギ吸収要素及びそれと共にフロントエンドキャリアの重量
を全体として少なく保つことができるように、エネルギ吸収要素及びそれと共にフロント
エンドキャリアは、全体として軽量骨格で形成してもよい。
【００１２】
　有機薄板の下に一般的には、マトリックスとしての少なくとも１種のプラスチックある
いはプラスチックマトリックスと、プラスチックマトリックスに埋め込まれている強化繊
維と、を含む繊維複合材が認識できる。好適には、プラスチックあるいはプラスチックマ
トリックスは、熱可塑性樹脂であり、その結果、有機薄板の特に高い変形性、特に熱変形
性が実現可能である。有機薄板は、半製品薄板、特に金属薄板に類似して変形できる、特
に、繊維－マトリックス半製品である。それにより、有機薄板をエネルギ吸収要素の製造
用に要求に応じてかつ安価に変形することが可能である。強化繊維は、好適には、ガラス
繊維、アラミド繊維、天然繊維、及び／又は炭素繊維、言い換えるとカーボンファイバー
である。
【００１３】
　本発明の有利な形態では、有機薄板は、折り畳み構造体を有する。そのような折り畳み
有機薄板構造体によって、例えば、エネルギ吸収要素の十分な剛性を実現でき、その結果
、所望しないかつ、例えば、初期の屈曲を防止できる。同時に、エネルギ吸収要素の特に
高いエネルギ受容能力を提供することができ、その結果、エネルギ吸収要素を使用して、
事故エネルギの特に大きな量は、エネルギ吸収要素が変形しながら受容できる、言い換え
ると吸収できる。
【００１４】
　有機薄板が少なくとも部分領域において中空断面を備えることが特に有利であると明ら
かになっている。中空断面は、開放された、あるいは閉鎖された中空断面である。それに
より、エネルギ吸収要素及びそれと共にフロントエンドキャリアの重量は、特に有利な事
故挙動を同時に実現して、少なく保つことができる。
【００１５】
　更なる実施形態は、有機薄板を補強するために有機薄板がプラスチックを備えているこ
とによって特徴付けられる。この有機薄板がプラスチックを備えることによって、有機薄
板は、的確にかつ要求に応じて補強でき、その結果、例えば、変形過程時に、エネルギ吸
収要素の所望しない座屈及び屈曲は、回避できる。特に、有機薄板に局所的に、したがっ
て的確にプラスチックを備えること、したがって局所的に補強することが可能であり、そ
の結果、軽量化を実現でき、エネルギ吸収要素の事故挙動を的確に調節できる。プラスチ
ックの使用によって、クラッシュアブソーバとして機能しているエネルギ吸収要素の屈曲
を、例えば、少なくとも実質的に１０度だけ傾けた傾斜障壁への衝突時に回避することが
特に可能である。エネルギ吸収要素の座屈もまた回避できる。

有機薄板、詳しく言えばエネルギ吸収要素を特に効果的かつ設置空間で有利に補強するた
めに、本発明の更なる実施形態では、プラスチックを少なくとも部分的に中空断面内に収
容することが提供されている。
【００１６】
　プラスチックによって補強リブが形成されているときに、特に有利であると明らかにな
っている。それにより補強構造体を形成でき、その補強構造体を使用して、有機薄板は、
特に重量が最適化されかつ効果的に補強されている。
【００１７】
　事故時にエネルギ吸収要素の所望しない屈曲及び座屈を特に確実な方法で回避するため
に、例えば、補強リブのうち少なくとも１つは、中空断面を少なくとも部分的に限定して
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いる第１の壁から、対向する位置にある中空断面を少なくとも部分的に限定している有機
薄板の第２の壁まで一貫して伸び、少なくとも１つの補強リブは、この壁に支持されてい
る、言い換えると壁と接続されている。それにより、例えば、中空断面の所望しない潰れ
が回避できる。
【００１８】
　有機薄板を特に効果的に補強するために、本発明の更なる実施形態では、補強リブのう
ち少なくとも２つが互いに斜めに、特に交差して伸びている。
【００１９】
　更なる実施形態は、プラスチックが有機薄板に一体射出成形されていることによって特
徴付けられる。言い換えると、有機薄板は、射出成形加工を使用してプラスチックが設け
られている。それにより、エネルギ吸収要素及びそれと共にフロントエンドキャリアは、
特に有利な事故挙動を同時に実現すると共に安価に製造できる。
【００２０】
　最後に、エネルギ吸収要素が一体化されている少なくとも１つのストラット要素がプラ
スチックから形成されていると、特に有利であることが明らかになっている。その際、ス
トラット要素が有機薄板に一体射出形成されているときに、特に有利であることが明らか
になっている。言い換えると、少なくとも１つのストラット要素を射出成形加工を使用し
て製造すること、そしてその際、有機薄板をストラット要素が製造されるプラスチックで
一体射出成形すること、言い換えると被覆射出成形することが考えられる。それにより、
エネルギ吸収要素は、特に容易かつ安価に少なくとも１つのストラット要素に一体化でき
る。
【００２１】
　本発明の更なる利点、特徴、及び詳細は、好適な実施形態の以下の説明及び図面の参照
によって明らかになる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】少なくとも１つのクロスビーム要素と、そのクロスビーム要素を介して共に接続
され、車両高さ方向で下方に向かってクロスビーム要素から離れるように延在し、かつ更
なるクロスビーム要素を介して一緒に接続されている少なくとも２つの側面ストラット要
素と、を備えた乗用車用のフロントエンドキャリアの第１の実施例の概略側面図であり、
ストラット要素を介して、フロントエンドキャリアは、乗用車の第１のサイドビーム面で
支持可能であることを示す図である。
【図２】ストラット要素とは別個に形成されたエネルギ吸収要素を備えた図１に示したフ
ロントエンドキャリアに関する更なる概略側面図である。
【図３】エネルギ吸収要素が一体化されているストラット要素のうち１つの更なる実施形
態に関する概略側面図である。
【図４】本発明によるフロントエンドキャリアの第２の実施例の斜視図である。
【図５】本発明によるフロントエンドキャリアの第３の実施例の斜視図である。
【図６】図５に示したフロントエンドキャリアの拡大部分図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　それぞれ先行する説明で参照されている限り、図面において、同じ部品及び機能的に同
じ要素には同じ符号が付けられている。車両の左側だけでなく右側にも存在する同じ部品
又は機能的に同じ要素では、車両右側に設けられたそれぞれの部品／要素に同一の参照符
号が付与されたが、添え字－'－を追加した。
【００２４】
　図１は、車両縦方向で乗用車の車首構造体１２の前に配置された、乗用車用のフロント
エンドキャリア１０を概略側面図で示す。車首構造体１２は、クロスビーム要素１４及び
側面後方ストラット要素を含み、そのストラット要素のうち図２では後方ストラット要素
１６が認識できる。後方ストラット要素１６に関する以下の実施は、図２では認識できな



(6) JP 6433609 B2 2018.12.5

10

20

30

40

50

い右側後方ストラット要素に容易に転用できる。後方ストラット要素１６は、車両高さ方
向（ｚ方向）で下方に向かってクロスビーム要素１４から離れるように延在し、特にボデ
ーに堅固に取り付けることができる後方Ｚストラットとも呼ばれる。
【００２５】
　車首構造体１２とは別個の、かつ車首構造体１２に固定可能な、言い換えると固定され
たフロントエンドキャリア１０は、例えば、ラジエータブリッジとして形成されたクロス
ビーム要素１８を含む。これは、乗用車の完成製造状態では冷却モジュールがクロスビー
ム要素１８に固定されていることを意味する。
【００２６】
　更に、フロントエンドキャリア１０は、２つの側面前方ストラット要素を含み、そのス
トラット要素のうち図１では、左側前方ストラット要素２０が認識できる。左側前方スト
ラット要素２０に関する以下の実施は、フロントエンドキャリア１０の右側前方ストラッ
ト要素にもまた容易に転用できる。その際、フロントエンドキャリア１０の前方ストラッ
ト要素は、クロスビーム要素１８を介して互いに接続されており、車両高さ方向（ｚ方向
）で下方に向かってクロスビーム要素１８から離れるように延在し、その結果、フロント
エンドキャリア１０の前方ストラット要素２０は、前方Ｚストラットとも呼ばれる。
【００２７】
　図２では、フロントエンドキャリア１０の中央領域２２もまた認識でき、フロントエン
ドキャリアを介して、例えば、乗用車のボンネット用の拘束フックが固定されている。更
に、中央領域２２は、乗用車の少なくとも１つのセンサ、例えば、距離センサの固定に役
立つ。
【００２８】
　最後に、フロントエンドキャリア１０は、本明細書に示された実施例において少なくと
も実質的にＶ字形に互いに向かって伸びるストラットを備えたストラット配置２４を含み
、そのストラットのうち左側ストラット２６が図２で認識できる。その際、ストラット配
置２４のそれぞれのストラットは、前方Ｚストラットのそれぞれの領域から中央領域２２
の方向へ延在し、フロントエンドキャリア１０の高い剛性の実現に役立ち、その結果、フ
ロントエンドキャリアは、特に有利な騒音挙動を有し、これは、ＮＶＨ挙動（ＮＶＨ－Ｎ
ｏｉｓｅ　Ｖｉｂｒａｔｉｏｎ　Ｈａｒｓｈｎｅｓｓ（騒音・振動・ハーシュネス））と
も呼ばれる。
【００２９】
　図１では、車両高さ方向（ｚ方向）でフロントエンドキャリア１０の下方に第１のサイ
ドビーム面２８が配置されていることが認識でき、そのサイドビーム面２８に、図１には
図示していない２つの側面サイドビーム及びこのサイドビームに固定可能に付随するクラ
ッシュボックスとも呼ばれるエネルギ吸収要素３１が配置されている。サイドビーム面２
８は、メインサイドビーム面とも呼ばれる。
【００３０】
　第１のサイドビーム面２８のクラッシュボックス（エネルギ吸収要素３１）は、乗用車
のバンパの少なくとも実質的に車両横方向に延在する可撓性クロスビーム３２と少なくと
も間接的に接続されている。それにより、例えば、乗用車の前面衝突時に、図１に矢印Ｆ
１で示される力によって示されている第１の荷重経路を形成できる。この第１の荷重経路
Ｆ１を介して、事故時荷重、すなわち事故エネルギは、受容かつ吸収でき、そして以下の
ボデー支持構造体部品において、例えば、第１のサイドビーム面２８のサイドビームに、
そしてボデーの別のシェル部分に更に伝達できる。
【００３１】
　図１では、フロントエンドキャリア１０が前方Ｚストラットを介して第１のサイドビー
ム面２８で支持されていることが認識できる。第１の荷重面を示すサイドビーム面２８の
下方に更なるサイドビーム面３０が配置され、したがって、第２の荷重経路を形成できる
更なる荷重面が配置されている。この第２の荷重経路は、図１では力の矢印Ｆ２によって
具体的に示されている。この荷重経路Ｆ２には、サブフレーム又は補助フレームとも呼ば
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れ、図１に部分的に示されたインテグラルビーム３３が存在し、そのインテグラルビーム
に通常、ホイールサスペンションのボデー側ピボットポイント、駆動装置、特にエンジン
、ギア、及び／又は類似物が固定されている。インテグラルビーム３３は、その側で固定
されて又はエラストマー軸受を介して、車両ボデーと、特に車両ボデーにわたって配置さ
れた第１のサイドビーム面２８のサイドビームともまた接続されている、言い換えるとそ
れらに固定されている。
【００３２】
　下方サイドビーム面３０を介してもまた、事故時負荷は、受容かつ支持できる。そのよ
うな事故時負荷をもたらすのは、例えば、低速での前面衝突時、すなわち、いわゆるリペ
アクラッシュである。いわゆるリペアクラッシュ面は、図１では参照符号３４で表示され
、車両縦方向（ｘ方向）に想定変形境界を標示し、その変形境界の後方で、図１の図示に
よれば変形境界の右側で、車両ボデーのボデーシェル構造体の損傷は、リペアクラッシュ
時に生じないものとする。下方サイドビーム面３０に、詳しく言えばその高さに、いわゆ
る「下方補強材」もまた存在し、したがって、乗用車との衝突時における歩行者の、下肢
部、通常は歩行者の足首の上側かつメインサイドビーム面２８の高さで支持されることと
なる歩行者の膝の下側にある接触領域は、「下方補強材」によって、膝の大きな屈曲角及
び歩行者が自動車にひかれることを回避できるように支持される。
【００３３】
　第３の荷重面３６を実現するために、図１及び図２に記載のフロントエンドキャリア１
０に、側面エネルギ吸収要素が使用され、そのうち図１及び図２では、３８と表示された
左側エネルギ吸収要素が認識できる。左側エネルギ吸収要素３８に関する以下の実施は、
図１及び図２で認識できない右側エネルギ吸収要素にもまた転用できる。第３の荷重面３
６を介して前面衝突時に、第３の荷重経路が形成でき、その荷重経路は、力の矢印Ｆ３に
よって具体的に示されている。したがって、この第３の荷重経路３６は、メインサイドビ
ーム面２８の上方かつフロントエンドキャリア１０の上方クロスビーム要素１８、特にラ
ジエータブリッジの下方に存在し、特に、高い地上高及び／又は大きな傾斜角を有する自
動車、例えば、いわゆるオフロード車、ピックアップ、又はその他ＳＵＶとの本発明によ
る乗用車の前方衝突時に、乗用車が潜り込まないために役立つ。これは、本発明の乗用車
の比較的低い前面構造体に基づいて、そのメインサイドビーム面２８が高いオフロード車
の対応する支持構造体によって直接作動されないか、又は十分な程度で直接作動されない
ことを意味し、このことは、オフロード車の潜り込みと同時に、乗員への荷重が増大する
、又は場合により増大する恐れがある。
【００３４】
　エネルギ吸収要素３８は、前面衝突時に事故エネルギが付与され、かつエネルギ吸収を
しながら変形できる、変形要素又はクラッシュアブソーバとも呼ばれる。図１及び図２に
より、第３の荷重面３６のそれぞれのエネルギ吸収要素は、前方Ｚストラット（ストラッ
ト要素２０）とは別個に形成され、かつその前方Ｚストラットと接続されている。その際
、エネルギ吸収要素３８は、例えば、金属材料から、本明細書では押出成形プロフィール
として形成されている。対応する前方ストラット要素２０から別個にエネルギ吸収要素３
８をこのように形成することによって、これらは、異なる材料から製造できる。
【００３５】
　特に有利な事故挙動を、特に前面衝突時に実現できるように、ここでフロントエンドキ
ャリア１０を更に発展させるために、図３により具体的に示されているように、ストラッ
ト要素２０に、すなわちそれぞれの前方Ｚストラットに、好適にはプラスチック材料から
製造され、場合により強化する又は剛性を高める、例えば、金属製の挿入物を備えるエネ
ルギ吸収要素４０が一体化されている。有利な実施形態では、それぞれのエネルギ吸収要
素４０が少なくとも１つの有機薄板から繊維強化されかつ特に熱可塑性のプラスチックか
ら形成され、すなわち製造されている。ストラット要素２０へのエネルギ吸収要素４０の
この一体化によって、特に早期かつ広範囲のエネルギ受容は、前面衝突時にエネルギ吸収
要素４０の変形によって実現できる。
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【００３６】
　ストラット要素２０にエネルギ吸収要素４０を一体化する場合に、ストラット要素２０
（前方Ｚストラット）及びエネルギ吸収要素４０（クラッシュエネルギアブソーバ）が共
通の部品に、詳しく言えば共通の部材ユニットに接続されていると理解されたい。それに
より、サイドビーム面２８及び３０に加えて、追加の上方荷重経路をもたらすことができ
、その荷重経路を介して特に早期かつ広範囲の、並びに特に少なくとも実質的に均質な事
故エネルギを受容できる。特に、前方ストラット要素２０をエネルギ吸収要素３１の特に
初期の作動のために使用することが可能である。
【００３７】
　図３では、有機薄板、詳しく言えばエネルギ吸収要素４０が折り畳み構造体を有してい
ることが認識でき、その結果、十分な剛性を実現できる。これとの関連で「折り畳み構造
体」とは、有機薄板が全面にわたって平坦に形成されているのではなく、その代わりに、
断面を見たときに、階段状の屈曲した伸び方をしていると理解され、これにより、ほとん
ど溝、切り欠きなどに似たものが形成されている。更に、有機薄板は、少なくとも部分領
域において、本明細書では開放中空断面として形成されている中空断面４２を有する。
【００３８】
　あるいは、エネルギ吸収要素４０がモノコック構造体で形成され、その際、少なくとも
１つの閉鎖された中空断面を形成しながら一緒に接続されている、少なくとも２つの共に
接続されたシェル要素を備えることが考えられる。本明細書では、エネルギ吸収要素４０
は、モノコックに形成されている、詳しく言えばモノコックの有機薄板要素によって形成
されている。
【００３９】
　有機薄板は、繊維強化プラスチックから形成され、したがって、プラスチックを含み、
そのプラスチックによって、プラスチックマトリックスは、形成されている。このプラス
チックは、好適には、熱可塑性樹脂、例えば、ＰＡ６などの特にポリアミドである。更に
、有機薄板は、プラスチックマトリックスに埋め込まれた強化繊維を含む。例えば、強化
繊維は、ガラス繊維である。代替的又は追加的に、強化繊維がアラミド繊維及び／又は炭
素繊維として形成されることが考えられる。
【００４０】
　有機薄板は、例えば、少なくとも１種の繊維織物又は繊維積層体からなる繊維－マトリ
ックス半製品であり、固有の剛性を有する状態で成形金型に入れることができ、成形金型
を使用して特に容易な方法で成形できる。その際、有機薄板を薄板材料、詳しく言えば薄
板金属と同様に成形することが可能であり、その結果、エネルギ吸収要素４０は、特に容
易かつ安価な方法で製造できる。
【００４１】
　前面衝突時に特に高いエネルギ受容能力を実現するため、かつエネルギ吸収要素４０の
所望しない座屈を防止するために、有機薄板は、有機薄板を補強するためにプラスチック
を備えている。その際、プラスチックは、有機薄板に一体射出成形されている。言い換え
ると、プラスチックは、例えば、射出成形加工を使用して有機薄板に一体射出成形される
。
【００４２】
　エネルギ吸収要素４０の特に有利かつ安価な製造方法では、有機薄板が金型内で加熱成
形され、その後更に同じ金型内で直後に後続の加工工程でＺストラット及びリブが一体射
出成形される。したがって、最初に有機薄板を成形し、次いでその有機薄板を第２の金型
で被覆射出成型されることは、必ずしも必要ではない。
【００４３】
　図３では、射出体として有機薄板に一体射出成形されるプラスチックによってストラッ
ト要素２０が形成されていることが認識できる。好適には、プラスチックは、繊維強化プ
ラスチックとして形成され、そのプラスチックは、同様にプラスチックマトリックス、特
に熱可塑性樹脂及び強化繊維を含む。好適には、プラスチックマトリックスは、熱可塑性
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樹脂、例えば、ポリアミド（ＰＡ）である。好適には、プラスチックは、ＰＡ６　ＧＦ３
０である。これは、強化繊維がガラス繊維の形態でプラスチック中に埋め込まれているこ
とを意味する。代替的又は追加的に、例えば、炭素繊維及び／又はアラミド繊維などの更
なる、言い換えると別の強化繊維がプラスチック中に埋め込まれていることが考えられる
。
【００４４】
　エネルギ吸収要素４０は、車両縦方向で後方に向かって前方ストラット要素２０よりも
突出する支持領域４４を備え、その支持領域により、エネルギ吸収要素４０は、その後方
に配置された構造体部材で、特にクロスビーム要素１４で支持可能である。
【００４５】
　特に、プラスチックは、少なくとも部分的に中空断面４２に収容されており、それによ
り、エネルギ吸収要素４０、詳しく言えば有機薄板は、中空断面４２の領域で補強されて
いる。この有機薄板がプラスチックを局所的に備えることによって、有機薄板は、的確に
かつ要求に応じて補強でき、その結果、エネルギ吸収要素４０の所望しない座屈及び屈曲
は、回避できる。
【００４６】
　図３では、プラスチックによって中空断面４２内に補強リブ４６が形成されていること
が更に認識でき、補強リブ４６はそれぞれ、有機薄板の第１の壁から対向する第２の壁ま
で一貫して伸び、その際、それぞれの壁で支持されている。更に、補強リブ４６のうちそ
れぞれ２つは、補強リブ対を形成し、そのような補強リブ対の補強リブ４６は、互いに斜
めに、そして本明細書では交差して伸びている。それにより、有機薄板は、特に重量が最
適化された方法で補強されている。言い換えると、補強リブ４６によって、射出成形－リ
ブ形成が実現され、それにより安価な方法でエネルギ吸収要素４０の所望しない座屈、言
い換えると変形が防止される。
【００４７】
　プラスチックは、例えば、形状結合で有機薄板と結合されている。代替的又は追加的に
、プラスチックを材料結合で有機薄板と結合することが考えられる。その際、例えば、射
出成形時に有機薄板のプラスチックマトリックスを軽く溶融塗布する、言い換えれば溶融
溶接することによって、例えば、プラスチックは、有機薄板のプラスチックマトリックス
と材料結合で結合されており、その結果、有機薄板の溶融塗布されたプラスチックマトリ
ックスは、最初はまだ液体の射出体と材料結合で結合できる。それにより、特に堅牢な結
合は、プラスチックと有機薄板との間に実現できる。
【００４８】
　更に、エネルギ吸収要素４０は、「圧縮リミッタ」とも呼ばれる制限要素４８を備える
。前面衝突時に、エネルギ吸収要素４０は、エネルギを消耗しながら変形し、特に圧縮さ
れる、言い換えると押しつぶされる。その際、制限要素４８は、エネルギ吸収要素のこの
圧縮、言い換えると押しつぶしを制限するために役立つ。
【００４９】
　全体として、ストラット要素２０に一体化されているエネルギ吸収要素４０が、射出成
形－リブ形成による折り畳まれた有機薄板構造体から形成されていることが認識でき、そ
れにより重量が最適化された方法で、特に有利な事故挙動が実現できる。
【００５０】
　エネルギ吸収要素４０及び前方ストラット要素２０が基本的に異なる材料からなり、１
つの部材に共に接続できることに留意されたい。これらの部品間のこの接続は、基本的に
摩擦結合、形状結合及び／又は材料結合で実現できる。基本的に、前方ストラット要素２
０が金属材料から、エネルギ吸収要素４０がプラスチック材料から製造されているか、又
は前方ストラット要素２０がプラスチック材料から、エネルギ吸収要素４０が金属材料か
らなるという形式での材料の組み合わせもまた考えられる。第３の荷重面３６の衝突に起
因する力の付与時に力が、好適には、メインサイドビーム面２８と類似して、適切に受容
される、すなわち、少なくともエネルギ吸収要素４０の変形によって吸収され、それに以
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外はボデー支持構造体に更に伝達されるように、前方ストラット要素２０及びエネルギ吸
収要素４０が形成されていることが重要である。
【００５１】
　図４は、フロントエンドキャリア１０の更なる実施例を有する乗用車の前方領域におけ
る乗用車の断面を斜視図で示す。乗用車の車首構造体１２は、クロスビーム要素１４を含
み、クロスビーム要素の端部にそれぞれ上方ストラット要素５１が接続されており、上方
ストラット要素は、クロスビーム要素１４を図４に示した図示では認識できないフェンダ
キャリアと接続し、フェンダキャリアにはそれぞれフェンダが固定できる。上方ストラッ
ト要素５１のうち、乗用車の左側に設けられたストラット要素５１のみが認識できる。フ
ェンダキャリアは、後方に向かってそれぞれ更なる上方ストラット要素５３を使用してダ
ンパドームとも呼ばれるサスペンションストラットドームで支持される。上方ストラット
要素５１、５３は、少なくとも実質的に同じ水平方向の、車両縦方向（ｘ方向）及び車両
横方向（ｙ方向）に広がっていると想定された（ｘ－ｙ）平面に、後方クロスビーム要素
１４及び前方クロスビーム要素１８（ラジエータブリッジ）のように置かれる。
【００５２】
　図４では更に、メインサイドビーム面とも呼ばれる第１のサイドビーム面２８のサイド
ビーム５５、５５'もまた認識でき、そのサイドビームに、エネルギ吸収要素それぞれ３
１及び３１'は、この場合はそれぞれ複数のねじ接合を使用して固定されている。そのた
めに、エネルギ吸収要素３１、３１'は、末端でサイドビーム５５、５５'に差し込まれ、
続いてねじ留めされている。
【００５３】
　後方ストラット要素は、そのうち図４に示した図示でもまた車首構造体の左側に設けら
れたストラット要素１６のみが認識できるが、この場合はＺストラットとして、車両高さ
方向（ｚ方向）でクロスビーム要素１４、ストラット要素５１、詳しく言えばこれらの部
材間の接続領域から下方に離れるように延在している縦長のコンソールの形状で形成され
ている。後方ストラット要素５１に、それぞれ受容部５７は、第３の荷重面３６のそれぞ
れのエネルギ吸収要素３８を挿入するため、また場合により固定するために設けられてい
る。そのために、後方ストラット要素１６のエネルギ吸収要素３８に対向する側に設けら
れた需要部５７は、この実施例ではＵ字形に形成されている。受容部５７の側壁は、エネ
ルギ吸収要素３８を側面で画定し、衝突時に第３の荷重面３６の力の付与では、力のエネ
ルギ吸収要素３８の側面への回避を防止し、かつエネルギ吸収要素の信頼できる支持を保
証する。後方ストラット要素１６が車両縦方向でサイドビーム５５、５５'の高さに配置
され、かつサイドビームで固定され、それによりリペアクラッシュ時であっても損傷しな
いボデー通過構造体の領域に固定されていることが更に認識できる。
【００５４】
　その際、フロントエンドキャリア１０は、前方Ｚストラット（ストラット要素２０、２
０'）を介して第１のメインサイドビーム面２８で支持されており、前方Ｚストラット要
素は、エネルギ吸収要素３１（クラッシュボックス）と接続され、例えば、車両高さ方向
で上方に向かうクラッシュボックスの上側側面それぞれ５９及び５９'で支持されている
。
【００５５】
　インテグラルビーム３３が存在する下方サイドビーム面３０から、特に、車両横方向に
互いに離間されたそれぞれのサイドビーム６１及び６１'が認識できる。
【００５６】
　図４に示した実施例では、それぞれのエネルギ吸収要素３８は、それぞれの前方Ｚスト
ラット（前方ストラット要素それぞれ２０及び２０'）に一体化されている。これは、そ
れぞれの前方Ｚストラット及びそれぞれのエネルギ吸収要素３８が共通の部材によって、
例えば、共通の射出成形部品又は鋳造部品によって形成されていることを意味する。それ
ぞれの前方Ｚストラットにエネルギ吸収要素３８を一体化する場合、それぞれの前方Ｚス
トラット及びそれぞれのエネルギ吸収要素３８が特に一体鋳造で一緒に形成されているこ
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とと理解されたい。好ましい実施形態では、この部材がプラスチック材料から製造されて
いることが意図されている。
【００５７】
　図４に示した実施例では、それぞれのエネルギ吸収要素３８は、前方ストラット要素２
０、２０'と後方ストラット要素１６との間の領域へ、詳しく言えば自由空間へと伸びる
だけではなく、走行方向でそれぞれの前方ストラット要素２０、２０'の前に、前方スト
ラット要素から前方に向かって離れるように立っている縦長部分それぞれ６３及び６３'
を備える。それにより、それぞれの前方Ｚストラットの位置を車両縦方向で自由に選択で
きるが、それにもかかわらずそれぞれのエネルギ吸収要素３８の特に初期の作動が保証さ
れることが特に可能である。
【００５８】
　図４に示した実施例では、フロントエンドキャリア１０のクロスビーム要素１８は、平
坦な板形状の部材として形成され、例えば、前面衝突時にエネルギを消耗しながら変形可
能なクラッシュ構造体がクロスビーム要素に一体化されている、詳しく言えばクロスビー
ム要素に接して形成されている。クラッシュ構造体は、例えば、リブ構造体及び／又はハ
ニカム構造体として形成され、その結果として、複数のリブ及び／又はハニカムを含み、
それらを使用して、特に高いエネルギ受容性能は、重量が最適化されて実現できる。クロ
スビーム要素１８にクラッシュ構造体を一体化することによって、エネルギ吸収要素６５
が、したがって、追加の上方の第４の荷重面６７が実現でき、第４の荷重面は、他の３つ
の荷重面２８、３０、３６のように双頭矢印を使用して概略的に強調されている。この第
４の荷重面６７は、車首の側面領域にわたって延在するのみではなく、前方Ｚストラット
（ストラット要素２０、２０'）の間の車両領域の実質的な部分にわたって延在する。言
い換えると、エネルギ吸収要素６５を使用して、追加のエネルギ受容は、前方Ｚストラッ
ト間の領域で達成でき、その結果、事故エネルギの特に大きな量は、フロントエンドキャ
リア１０を使用して吸収できる。クラッシュ時においてエネルギを吸収して変形できるよ
うにするために、クロスビーム要素１８、詳しく言えばそのクラッシュ構造体／その後方
横断縁部のエネルギ吸収要素６５は、後方クロスビーム要素１４で支持している。
【００５９】
　本発明の第２の実施例により、クロスビーム要素１８及びエネルギ吸収要素６５は、互
いに分離されて形成された２つの部分であり、それらの部分は、２つのＺストラット２０
、２０'の間にクロスビーム構造体及びエネルギ吸収要素構造体を形成するために互いに
接続されている。したがって、クロスビーム要素１８は、金属からなる別個の部材として
、特に中空プロフィール部品として形成されており、その部材は、好適にはプラスチック
部品として形成されたエネルギ吸収要素６５と、例えば、ねじ止めされる。このクロスビ
ーム構造体が複数部品であることの利点は、その製造及び材料とは無関係に、ｚ方向での
２つの部材の変位がそれらの部材の高さ合わせの目的のために可能であることである。
【００６０】
　本発明の第３の実施例では、エネルギ吸収要素６５は、同様にプラスチックから又は代
替的に金属から又は複合材料からなるクロスビーム要素１８に一体射出成型されている。
【００６１】
　いわゆるクラッシュ構造体は、例えば、プラスチックから形成され、そのプラスチック
は、例えば、射出成型法を使用して加工される。その際、クロスビーム要素１８は、例え
ば、少なくとも実質的に車両横方向に延在する特に金属材料からなるビーム部品を含んで
もよく、クラッシュ構造体を形成するプラスチックは、射出成型法の過程でビーム部品に
一体射出成形される。代替的又は追加的に、クロスビーム要素１８、詳しく言えばエネル
ギ吸収要素６５が、プラスチックが設けられ、それにより補強されている、少なくとも有
機薄板製又は（短）繊維強化有機薄板製であることが可能である。それにより、エネルギ
吸収要素６５の事故挙動及びエネルギ受容性能は、的確にかつ要求に応じて調整できる。
【００６２】
　図５は、フロントエンドキャリア１０の更なる実施例を有する乗用車の前方領域におけ
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る乗用車の断面を斜視図で示す。この場合もまた、それぞれの前方ストラット要素それぞ
れ２０及び２０'は、それぞれのエネルギ吸収要素３８と一体鋳造で形成されている、好
適には、プラスチック材料から製造されている。その際、エネルギ吸収要素３８は、ハニ
カム類似構造体を備え、それは対応する交差リブ構造体を使用して実現されている。
【００６３】
　図４に示した実施例の場合とは異なり、前方ストラット要素２０、２０'は、明白に更
に前方に配置されており、この場合は第１のサイドビーム面のエネルギ吸収要素３１と同
様に、バンパ－可撓性クロスビーム３２の高さでそれに固定されている。したがって、エ
ネルギ吸収要素３８は、この実施例では前方及び後方ストラット要素それぞれ２０及び１
６並びに２０'及び１６'の間に少なくとも実質的に完全に延在する。フロントエンドキャ
リア１０の上方クロスビーム要素１８が固定手段６９を使用して前方ストラット要素２０
、２０'と接続されていることが更に認識できる。図４に示した実施例との更なる相違は
、後方ストラット要素１６の形態にも存在し、その形態は、実質的に異なる形状のみを有
し、機能的ではあるが同一であり、エネルギ吸収要素３８の後方への支持及び後方クロス
ビーム要素１４及び／又は板状部材として形成された情報ストラット要素５１の支持に役
立つ。後方クロスビーム要素１４は、この場合は中空プロフィールとして形成されている
。エネルギ吸収要素３８及び後方クロスビーム要素１４は、固定手段７１を使用して一緒
に接続されており、このことは以下に図６を参照して詳細に説明されている。
【００６４】
　好ましい実施形態では、後方ストラット要素１６は、クロスビーム要素１８及び／又は
上方クロスビーム要素５１に上側で少なくとも間接的に接続されており、その結果全体と
して、車道方向で下方に向かって開放している非常に安定なフレーム構造が提供され、第
３の荷重面３６でのエネルギ吸収要素３８の支持及び場合により荷重面にわたって配置さ
れたエネルギ吸収要素６４の支持がエネルギ吸収要素のエネルギを吸収する変形時に後方
に離れて屈曲して機能を果たさないことがないように保証されるように、フレーム構造は
、ボデーシェルに連結されている、詳しく言えば組み込まれている。
【００６５】
　図６は、前方クロスビーム要素１８の中央部分２２の高さで部分的に切断した図５に示
したフロントエンドキャリア１０の断面を、拡大図で示す。補強縦リブ及び補強横リブが
提供された平坦な前方クロスビーム要素１８は、一体化されたエネルギ吸収要素６５を備
えることが認識できる。クロスビーム要素１８は、その後方横断縁部領域に接触面７５を
備えた垂直方向に伸びる壁７３を割り当て、その接触面で、クロスビーム要素１８は、組
立状態でクロスビーム要素１４に平面的に隣接し、衝突に起因する力の付与時にクロスビ
ーム要素１４で支持する。両方のクロスビーム要素１８及び１４は、固定手段７１、例え
ば、ねじ要素などを使用して非破壊的に着脱可能に互いに接続されている。そのために、
クロスビーム要素は、この場合全体に、例えば、互いに一直線上に配列されている開口部
を備え、その開口部へ、固定手段７１は入り込む。
【００６６】
　本発明による乗用車の前述のすべての実施変形形態は、ボデーシェル、すなわち自動車
の支持構造体が追加の荷重面６７を備えていることが共通し、その荷重面は、ラジエータ
ブリッジ（前方クロスビーム要素１８）の下側かつバンパ可撓性クロスビーム３２の上側
、したがってメインサイドビーム面２８の上側に配置されている。この荷重面は、特に低
車高で作製されている自動車では高車高の衝突相手の潜り込みの防止及び自動車のその車
首領域でのクラッシュ構造体の早期の作動に役立ち、その結果、フロントエンドキャリア
及びその他の荷重面６７、３０、２８に設けられたクラッシュアブソーバ要素の、特にエ
ネルギ吸収要素３２、３８の、並びに車首に設けられたサイドビーム及びストラット要素
のうち少なくとも１つの、エネルギを吸収する所望の変形によって、乗員に作用する荷重
は、低減されている。第３の荷重面３６のこの追加のシェル側のクラッシュ構造体に対し
て、前方及び後方ストラット要素（ｚストラット）は、様々な実施形態に使用できる。同
様に、エネルギ吸収要素３８は、最様々な形状である。
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